
 

保 発 １ ２ １ ３ 第 ５ 号 

令和６年 12 月 13 日 

 

都道府県知事 殿 

 

                                        厚生労働省保険局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

「国民健康保険団体連合会の予算及び決算の取扱いについて」の一部改正について 

 

 国民健康保険の円滑な運営につきましては、平素より格段の御協力、御尽力を賜り厚く

御礼申し上げます。 

 令和６年度税制改正に伴い、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第５条第１項第

10号ホにおいて、国民健康保険団体連合会（以下「連合会」という。）が一定の者の委託を

受けて行う請負業であって、一定の要件に該当しているものが収益事業の対象となる請負

業から除外されることとされたところですが、本改正を踏まえ、「国民健康保険団体連合会

の予算及び決算の取扱いについて」（昭和 39 年保発第２号厚生省保険局長通知）の一部を

別添のとおり改正することとしましたので、その旨御了知の上、貴管内の連合会への周知

等に御配慮をお願い致します。 
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【参考】新旧対照表「国民健康保険団体連合会の予算及び決算の取扱いについて」 

 

「国民健康保険団体連合会の予算及び決算の取扱いについて」（昭和 39年保発第２号厚生省保険局長通知） 

 

改正後 改正前 

国民健康保険団体連合会の予算及び決算の取扱いについて 

 

（中略） 

記 

１ 連合会が行う国民健康保険診療報酬等の審査及び支払に関する

収入及び支出について特別会計を設けることとし、その他の会計と

区分すること。 

なお、診療報酬審査支払特別会計は、業務勘定、国民健康保険診

療報酬支払勘定、公費負担医療に関する診療報酬支払勘定、健康保

険診療報酬支払勘定、出産育児一時金等に関する支払勘定及び抗体

検査等費用に関する支払勘定に区分すること。 

 

２ 連合会が行う介護給付費の請求に関する審査及び支払に関する

収入及び支出について特別会計を設けることとし、その他の会計と

区分すること。 

  なお、介護保険事業関係業務特別会計は、業務勘定、介護給付費

等支払勘定および公費負担医療に関する報酬等支払勘定に区分す

ること。 

 

３ 連合会が行う障害介護給付費の審査及び支払に関する収入及び

支出について特別会計を設けることとし、その他の会計と区分する

こと。 

  なお、障害者総合支援法関係業務等特別会計は、業務勘定、障害

国民健康保険団体連合会の予算及び決算の取扱いについて 

 

（中略） 

記 

１ 連合会が行う国民健康保険診療報酬等の審査及び支払に関する

収入及び支出について特別会計を設けることとし、これを一般会計

と区別すること。 

なお、診療報酬審査支払特別会計は、業務勘定、国民健康保険診

療報酬支払勘定、公費負担医療に関する診療報酬支払勘定、健康保

険診療報酬支払勘定、出産育児一時金等に関する支払勘定及び抗体

検査等費用に関する支払勘定に区分すること。 

 

２ 連合会が行う介護給付費の請求に関する審査及び支払に関する

収入及び支出について特別会計を設けることとし、その他の会計を

区分すること。 

  なお、介護保険事業関係業務特別会計は、業務勘定、介護給付費

等支払勘定および公費負担医療に関する報酬等支払勘定に区分す

ること。 

 

３ 連合会が行う障害介護給付費の審査及び支払に関する収入及び

支出について特別会計を設けることとし、その他の会計を区分する

こと。 

  なお、障害者総合支援法関係業務等特別会計は、業務勘定、障害
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介護給付費支払勘定および障害児給付費支払勘定に区分すること。 

 

４ 連合会が行う特定健康診査・特定保健指導に関する費用の支払に

関する収入及び支出について特別会計を設けることとし、その他の

会計と区分すること。 

  なお、特定健康診査・特定保健指導等事業特別会計は、業務勘定

、特定健康診査・特定保健指導等費用支払勘定及び後期高齢者健康

診査等費用支払勘定に区分すること。 

 

５ （略） 

 

 

 

 

 

 

６ 連合会が行う国民健康保険特別高額医療費共同事業に関する収

入及び支出について特別会計を設けることとし、その他の会計と区

分すること。 

 

７ 連合会が行う収益事業（法人税法（昭和 40年法律第 34号）第２

条第 13 号に規定する収益事業をいう。以下同じ。）に関する収入

及び支出について特別会計を設けることとし、その他の会計と区分

すること。 

 

８ （略） 

 

 

介護給付費支払勘定および障害児給付費支払勘定に区分すること。 

 

４ 連合会が行う特定健康診査・特定保健指導に関する費用の支払に

関する収入及び支出について特別会計を設けることとし、その他の

会計を区分すること。 

  なお、特定健康診査・特定保健指導等事業特別会計は、業務勘定

、特定健康診査・特定保健指導等費用支払勘定および後期高齢者健

康診査等費用支払勘定に区分すること。 

 

５ 連合会が行う後期高齢者医療診療報酬の審査及び支払に関する

収入及び支出について特別会計を設けることとし、その他の会計と

区分すること。 

なお、後期高齢者医療事業関係業務特別会計は、業務勘定、後期

高齢者医療診療報酬支払勘定及び公費負担医療に関する診療報酬支

払勘定に区分すること。 

 

６ 連合会が行う国民健康保険特別高額医療費共同事業に関する収

入及び支出について特別会計を設けることとし、これをその他の会

計と区分すること。 

 

（新設） 

 

 

 

 

７ 連合会の予算及び決算の様式については、それぞれ別紙第１、第

２及び第３のとおり定めるものであること。 

なお、連合会理事長は、予算及び決算を総会に提出するときは、
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９ （略） 

 

 

 

 

 

10 （略） 

 

 

 

 

（別紙） 

第１～第８ （略） 

第９  

平成ＸＸ年度 収支予算書に対する注記 

（略） 

平成ＸＸ年度 収支計算書に対する注記 

１ 資金の範囲 

（略） 

２ 次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳 

（略） 

第 10～第 14 （略） 

 

予算及び決算に関する説明書をあわせて提出することとし、その様

式は、それぞれ別紙第４から第１４のとおり定めるものであること

。 

 

８ 歳入歳出予算の款項の区分並びに目及び歳入予算に係る節の区

分は、別に定める例によることとし、歳出予算に係る節の区分は、

地方自治法施行規則第１５条第２項の別記に定める節の例による

こととし、収支予算書及び収支計算書の勘定科目及び正味財産増減

計算書の勘定科目は別に定める例によること。 

 

９ 予算及び決算の様式並びに歳入歳出予算の款項の区分並びに目

及び節の区分は、昭和３９年度から用いること。 

なお、別紙第６から第１４については、平成２５年度決算分から

用いること。 

 

（別紙） 

第１～第８ （略） 

第９  

平成ＸＸ年度 収支予算書に対する注記 

（略） 

平成ＸＸ年度 収支計算書に対する注記 

１ 資金の範囲 

（略） 

２ 時期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳 

（略） 

第 10～第 14 （略） 

 



 

国民健康保険団体連合会の予算及び決算の取扱いについて 

国民健康保険団体連合会（以下「連合会」という。）の歳入、歳出予算及び決算の取扱について、これを

左記のとおり改めたので、会計事務の執行に遺憾のないよう指導されたい。 

なお、昭和３５年２月１０日保発第１１号「国民健康保険団体連合会の予算及び決算の様式について」は

これを廃止する。 

記 

１ 連合会が行う国民健康保険診療報酬等の審査及び支払に関する収入及び支出について特別会計を設け

ることとし、その他の会計と区別すること。 

なお、診療報酬審査支払特別会計は、業務勘定、国民健康保険診療報酬支払勘定、公費負担医療に関す

る診療報酬支払勘定、健康保険診療報酬支払勘定、出産育児一時金等に関する支払勘定及び抗体検査等費

用に関する支払勘定に関する支払勘定に区分すること。 

２ 連合会が行う介護給付費の請求に関する審査及び支払に関する収入及び支出について特別会計を設け

ることとし、その他の会計と区分すること。 

 なお、介護保険事業関係業務特別会計は、業務勘定、介護給付費等支払勘定および公費負担医療に関す

る報酬等支払勘定に区分すること。 

３ 連合会が行う障害介護給付費の審査及び支払に関する収入及び支出について特別会計を設けることと

し、その他の会計と区分すること。 

  なお、障害者総合支援法関係業務等特別会計は、業務勘定、障害介護給付費支払勘定および障害児給付

費支払勘定に区分すること。 

４ 連合会が行う特定健康診査・特定保健指導に関する費用の支払に関する収入及び支出について特別会計

を設けることとし、その他の会計と区分すること。 

  なお、特定健康診査・特定保健指導等事業特別会計は、業務勘定、特定健康診査・特定保健指導等費用

支払勘定及び後期高齢者健康診査等費用支払勘定に区分すること。 

５ 連合会が行う後期高齢者医療診療報酬の審査及び支払に関する収入及び支出について特別会計を設け

ることとし、その他の会計と区分すること。 

なお、後期高齢者医療事業関係業務特別会計は、業務勘定、後期高齢者医療診療報酬支払勘定及び公費

負担医療に関する診療報酬支払勘定に区分すること。 

６ 連合会が行う国民健康保険特別高額医療費共同事業に関する収入及び支出について特別会計を設ける

こととし、その他の会計と区分すること。 

７ 連合会が行う収益事業（法人税法（昭和 40年法律第 34号）第２条第 13号に規定する収益事業をいう。

以下同じ。）に関する収入及び支出について特別会計を設けることとし、その他の会計と区分すること。 

８ 連合会の予算及び決算の様式については、それぞれ別紙第１、第２及び第３のとおり定めるものである

こと。 

なお、連合会理事長は、予算及び決算を総会に提出するときは、予算及び決算に関する説明書をあわ

せて提出することとし、その様式は、それぞれ別紙第４から第１４のとおり定めるものであること。 

９ 歳入歳出予算の款項の区分並びに目及び歳入予算に係る節の区分は、別に定める例によることとし、歳

出予算に係る節の区分は、地方自治法施行規則第１５条第２項の別記に定める節の例によることとし、収

支予算書及び収支計算書の勘定科目及び正味財産増減計算書の勘定科目は別に定める例によること。 

10 予算及び決算の様式並びに歳入歳出予算の款項の区分並びに目及び節の区分は、昭和３９年度から用い

ること。 

なお、別紙第６から第１４については、平成２５年度決算分から用いること。 

（参考）改正後全文「国民健康保険団体連合会の予算及び決算の取扱いについて」 



 

 

（別 紙） 

別紙第１ 何年度何都（道府県）国民健康保険団体連合会何会計歳入歳出予算 

別紙第２ 何年度何都（道府県）国民健康保険団体連合会何会計歳入歳出予算補正 

別紙第３ 何年度何都（道府県）国民健康保険団体連合会何会計歳入歳出決算書 

別紙第４ 何年度何都（道府県）国民健康保険団体連合会何会計歳入歳出予算事項別明細書 

別紙第５ 何年度何都（道府県）国民健康保険団体連合会何会計歳入歳出決算事項別明細書 

別紙第６ 収支予算書 

別紙第７ 収支補正予算書 

別紙第８ 収支計算書 

別紙第９ 収支予算書（計算書）に対する注記 

別紙第１０ 正味財産増減計算書 

別紙第１１ 貸借対照表 

別紙第１２ 財務諸表に対する注記 

別紙第１３ 附属明細書 

別紙第１４ 財産目録 

 

 

 

 



歳入

款 項 金　　　　　額

１　○　○　○ 千円

１　○　○　○

２　○　○　○

２　○　○　○

１　○　○　○

２　○　○　○

歳出

款 項 金　　　　　額

１　○　○　○ 千円

１　○　○　○

２　○　○　○

２　○　○　○

１　○　○　○

２　○　○　○

平成ＸＸ年ＸＸ月ＸＸ日　提出

都道府県国民健康保険団体連合会理事長

氏　　　　　　　　　名

歳　入　合　計

平成ＸＸ年度都道府県国民健康保険団体連合会○○会計歳入歳出予算

歳　出　合　計

【別紙第１】



歳入

款 項 補正前の額 補正額 計

１　○　○　○ 千円 千円 千円

１　○　○　○

２　○　○　○

２　○　○　○

１　○　○　○

２　○　○　○

歳出

款 項 補正前の額 補正額 計

１　○　○　○ 千円 千円 千円

１　○　○　○

２　○　○　○

２　○　○　○

１　○　○　○

２　○　○　○

平成ＸＸ年ＸＸ月ＸＸ日　提出

都道府県国民健康保険団体連合会理事長

平成ＸＸ年度都道府県国民健康保険団体連合会○○会計歳入歳出予算補正

歳　入　合　計

歳　出　合　計

氏　　　　　　　　　名

【別紙第２】



歳入

款 項 予算現額 収入済額
不能欠損
額

予算現額収入済額
との比較

１　○　○　○ 円 円 円 円

１　○　○　○

２　○　○　○

２　○　○　○

１　○　○　○

２　○　○　○

歳出

款 項

１　○　○　○

１　○　○　○

２　○　○　○

２　○　○　○

１　○　○　○

２　○　○　○

　歳入歳出差引残額 円

　うち翌年度へ繰越 円

又は

　歳入歳出差引歳入不足額 円

　このため翌年度歳入繰上充用金 円

平成ＸＸ年ＸＸ月ＸＸ日　提出

都道府県国民健康保険団体連合会理事長

平成ＸＸ年度都道府県国民健康保険団体連合会○○会計歳入歳出決算書

歳　入　合　計

歳　出　合　計

調定額

円

予算現額

円

支出済額

円

収入未済
額

円

不用額

円

氏　　　　　　　　　名

予算現額と支出済額との
比較

円

【別紙第３】



（歳入）

区分 金額

１　○○○ 千円 千円 千円

１　○○○

１　○○○

○○

２　○○○

１　○○○

１　○○○

○○

（歳出）

区分 金額

１　○○○ 千円 千円 千円

１　○○○

１　○○○

○○

２　○○○

１　○○○

１　○○○

○○

備考　１ 　　前年度欄には、前年度当初予算に係る金額を掲げること。

２

３

平成ＸＸ年度都道府県国民健康保険団体連合会○○会計歳入歳出予算事項別明細書

節

千円

款 項 目 本年度 前年度 比較

前年度 比較

説明

款 項 目 本年度

　　この場合において、「本年度」「前年度」「比較」の欄は、それぞれ「補正前の額」
「補正額」「計」欄とすること。

歳　入　合　計

歳　出　合　計

　　歳入歳出の説明欄には、収入、支出の見込額の算出基礎、その他参考となる事
項を記載すること。

　　補正予算は、この様式に準じてこれを調整すること。

節
説明

千円

【別紙第４】



（歳入）

区分 金額

１　○○○ 円 円 円 円 円 円 円 円

１　○○○

１　○○○

○○

２　○○○

１　○○○

１　○○○

○○

（歳出）

区分 金額

１　○○○ 円 円 円 円 円 円

１　○○○

１　○○○

○○

２　○○○

１　○○○

１　○○○

○○

平成ＸＸ年度都道府県国民健康保険団体連合会○○会計歳入歳出決算事項別明細書

款 項 目 調定額
収入済
額

備考
不能欠
損額

節
収入未
済額

歳　入　合　計

款 項 目 当初予
算額

予備費支
出及び流
用増減

計

歳　出　合　計

計

円

補正予
算額

予　　算　　現　　額

備考不用額
支出済
額

節

予　　　算　　　現　　　額

当初予
算額

補正予
算額

【別紙第５】



都道府県国民健康保険団体連合会

予算額 前年度予算額 増　減 備考
Ⅰ 事業活動収支の部

1 事業活動収入
① 基本財産運用収入

基本財産利息収入
② 特定資産運用収入

特定資産利息収入
③ 会費収入

国保連合会負担金収入
④ 事業収入

○○手数料収入
○○事務費収入

⑤ 診療報酬等受入金
診療報酬等受入金

⑥ 補助金等収入
○○（国庫）補助金収入
県補助金収入

⑦ 負担金収入
負担金収入

⑧ 受取寄付金収入
受取寄付金収入

⑨ 雑収入
賃借料収入
受取利息収入
雑収入

⑩ 他会計からの繰入金収入
他会計からの繰入金収入

事業活動収入計
2 事業活動支出

① 事業費支出
報酬支出
給料手当支出
臨時雇賃金支出
退職給付費用支出
福利厚生費支出
会議・研修費支出
旅費交通費支出
通信運搬費支出
消耗什器備品費支出
消耗品費支出
修繕費支出
印刷製本費支出
光熱水料費支出
新聞図書費支出
広告宣伝費支出
賃借料支出
保険料支出
諸謝金支出
租税公課支出
負担金支出
交付金支出
助成金支出
委託費支出
支払手数料支出
雑費支出

② 管理費支出
報酬支出
給料手当支出
退職給付費用支出
福利厚生費支出
会議・研修費支出
旅費交通費支出
通信運搬費支出
消耗什器備品費支出
消耗品費支出
修繕費支出
印刷製本費支出
光熱水料費支出
新聞図書費支出
広告宣伝費支出
賃借料支出
保険料支出
諸謝金支出
委託費支出
租税公課支出
負担金支出
支払手数料支出
支払利息支出
雑支出

③ 診療報酬等支出金
診療報酬等支出金

④ 他会計への繰入金支出

科　　　　　　目　　　　　　（例）

平成ＸＸ年度　収支予算書　（総合計・○○会計）
（平成××年4月1日から平成××年3月31日まで）

（単位：円　）
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他会計への繰入金支出
事業活動支出計

事業活動収支差額
Ⅱ 投資活動収支の部

1 投資活動収入
① 基本財産取崩収入

基本財産取崩収入
② 特定資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入
財政調整基金積立資産取崩収入
減価償却引当資産取崩収入
○○積立資産取崩収入
○○基金積立資産取崩収入

③ 固定資産売却収入
建物売却収入
建物附属設備売却収入
構築物売却収入
車両運搬具売却収入
什器備品売却収入
土地売却収入
ソフトウェア売却収入
その他固定資産売却収入

④ 投資有価証券売却収入
投資有価証券売却収入

投資活動収入計
2 投資活動支出

① 基本財産取得支出
基本財産取得支出

② 特定資産取得支出
退職給付引当資産取得支出
財政調整基金積立資産取得支出
減価償却引当資産取得支出
○○積立資産取得支出
○○基金取得支出

③ 固定資産取得支出
建物取得支出
建物附属設備取得支出
構築物取得支出
車両運搬具取得支出
什器備品取得支出
土地取得支出
ソフトウェア取得支出
その他固定資産取得支出

④ 投資有価証券取得支出
投資有価証券取得支出

投資活動支出計
投資活動収支差額

Ⅲ 財務活動収支の部
1 財務活動収入

① 借入金収入
短期借入金収入
長期借入金収入

② 貸付金償還収入
短期貸付金償還収入

財務活動収入計
2 財務活動支出

① 借入金返済支出
短期借入金返済支出
長期借入金返済支出

① 貸付金支出
短期貸付金支出

財務活動支出計
財務活動収支差額

Ⅳ 予備費支出
当期収支差額

前期繰越収支差額
次期繰越収支差額



都道府県国民健康保険団体連合会

当初予算額 補正額 補正後予算額 備考
Ⅰ 事業活動収支の部

1 事業活動収入
① 基本財産運用収入

基本財産利息収入
② 特定資産運用収入

特定資産利息収入
③ 会費収入

国保連合会負担金収入
④ 事業収入

○○手数料収入
○○事務費収入

⑤ 診療報酬等受入金
診療報酬等受入金

⑥ 補助金等収入
○○（国庫）補助金収入
県補助金収入

⑦ 負担金収入
負担金収入

⑧ 受取寄付金収入
受取寄付金収入

⑨ 雑収入
賃借料収入
受取利息収入
雑収入

⑩ 他会計からの繰入金収入
他会計からの繰入金収入

事業活動収入計
2 事業活動支出

① 事業費支出
報酬支出
給料手当支出
臨時雇賃金支出
退職給付費用支出
福利厚生費支出
会議・研修費支出
旅費交通費支出
通信運搬費支出
消耗什器備品費支出
消耗品費支出
修繕費支出
印刷製本費支出
光熱水料費支出
新聞図書費支出
広告宣伝費支出
賃借料支出
保険料支出
諸謝金支出
租税公課支出
負担金支出
交付金支出
助成金支出
委託費支出
支払手数料支出
雑費支出

② 管理費支出
報酬支出
給料手当支出
退職給付費用支出
福利厚生費支出
会議・研修費支出
旅費交通費支出
通信運搬費支出
消耗什器備品費支出
消耗品費支出
修繕費支出
印刷製本費支出
光熱水料費支出
新聞図書費支出
広告宣伝費支出
賃借料支出
保険料支出
諸謝金支出
委託費支出
租税公課支出
負担金支出
支払手数料支出
支払利息支出
雑支出

③ 診療報酬等支出金
診療報酬等支出金

④ 他会計への繰入金支出

平成ＸＸ年度　収支補正予算書　（総合計・○○会計）
（平成××年4月1日から平成××年3月31日まで）

（単位：円　）
科　　　　　　目　　　　　　（例）

【別紙第７】



他会計への繰入金支出
事業活動支出計

事業活動収支差額
Ⅱ 投資活動収支の部

1 投資活動収入
① 基本財産取崩収入

基本財産取崩収入
② 特定資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入
財政調整基金積立資産取崩収入
減価償却引当資産取崩収入
○○積立資産取崩収入
○○基金取崩収入

③ 固定資産売却収入
建物売却収入
建物附属設備売却収入
構築物売却収入
車両運搬具売却収入
什器備品売却収入
土地売却収入
ソフトウェア売却収入
その他固定資産売却収入

④ 投資有価証券売却収入
投資有価証券売却収入

投資活動収入計
2 投資活動支出

① 基本財産取得支出
基本財産取得支出

② 特定資産取得支出
退職給付引当資産取得支出
財政調整基金積立資産取得支出
減価償却引当資産取得支出
○○積立資産取得支出
○○基金積立資産取得支出

③ 固定資産取得支出
建物取得支出
建物附属設備取得支出
構築物取得支出
車両運搬具取得支出
什器備品取得支出
土地取得支出
ソフトウェア取得支出
その他固定資産取得支出

④ 投資有価証券取得支出
投資有価証券取得支出

投資活動支出計
投資活動収支差額

Ⅲ 財務活動収支の部
1 財務活動収入

① 借入金収入
短期借入金収入
長期借入金収入

② 貸付金償還収入
短期貸付金償還収入

財務活動収入計
2 財務活動支出

① 借入金返済支出
短期借入金返済支出
長期借入金返済支出

① 貸付金支出
短期貸付金支出

財務活動支出計
財務活動収支差額

Ⅳ 予備費支出
当期収支差額

前期繰越収支差額
次期繰越収支差額



都道府県国民健康保険団体連合会

予算額 決算額 差額 備考
Ⅰ 事業活動収支の部

1 事業活動収入
① 基本財産運用収入

基本財産利息収入
② 特定資産運用収入

特定資産利息収入
③ 会費収入

国保連合会負担金収入
④ 事業収入

○○手数料収入
○○事務費収入

⑤ 診療報酬等受入金
診療報酬等受入金

⑥ 補助金等収入
○○（国庫）補助金収入
県補助金収入

⑦ 負担金収入
負担金収入

⑧ 受取寄付金収入
受取寄付金収入

⑨ 雑収入
賃借料収入
受取利息収入
雑収入

⑩ 他会計からの繰入金収入
他会計からの繰入金収入

事業活動収入計
2 事業活動支出

① 事業費支出
報酬支出
給料手当支出
臨時雇賃金支出
退職給付費用支出
福利厚生費支出
会議・研修費支出
旅費交通費支出
通信運搬費支出
消耗什器備品費支出
消耗品費支出
修繕費支出
印刷製本費支出
光熱水料費支出
新聞図書費支出
広告宣伝費支出
賃借料支出
保険料支出
諸謝金支出
租税公課支出
負担金支出
交付金支出
助成金支出
委託費支出
支払手数料支出
雑費支出

② 管理費支出
報酬支出
給料手当支出
退職給付費用支出
福利厚生費支出
会議・研修費支出
旅費交通費支出
通信運搬費支出
消耗什器備品費支出
消耗品費支出
修繕費支出
印刷製本費支出
光熱水料費支出
新聞図書費支出
広告宣伝費支出
賃借料支出
保険料支出
諸謝金支出
委託費支出
租税公課支出
負担金支出
支払手数料支出
支払利息支出
雑支出

③ 診療報酬等支出金
診療報酬等支出金

④ 他会計への繰入金支出

平成ＸＸ年度　収支計算書　（総合計・○○会計）
（平成××年4月1日から平成××年3月31日まで）

（単位：円　）
科　　　　　　目　　　　　　（例）

【別紙第８】



他会計への繰入金支出
事業活動支出計

事業活動収支差額
Ⅱ 投資活動収支の部

1 投資活動収入
① 基本財産取崩収入

基本財産取崩収入
② 特定資産取崩収入

退職給付引当資産取崩収入
財政調整基金積立資産取崩収入
減価償却引当資産取崩収入
○○積立資産取崩収入
○○基金取崩収入

③ 固定資産売却収入
建物売却収入
建物附属設備売却収入
構築物売却収入
車両運搬具売却収入
什器備品売却収入
土地売却収入
ソフトウェア売却収入
その他固定資産売却収入

④ 投資有価証券売却収入
投資有価証券売却収入

投資活動収入計
2 投資活動支出

① 基本財産取得支出
基本財産取得支出

② 特定資産取得支出
退職給付引当資産取得支出
財政調整基金積立資産取得支出
減価償却引当資産取得支出
○○積立資産取得支出
○○基金積立資産取得支出

③ 固定資産取得支出
建物取得支出
建物附属設備取得支出
構築物取得支出
車両運搬具取得支出
什器備品取得支出
土地取得支出
ソフトウェア取得支出
その他固定資産取得支出

④ 投資有価証券取得支出
投資有価証券取得支出

投資活動支出計
投資活動収支差額

Ⅲ 財務活動収支の部
1 財務活動収入

① 借入金収入
短期借入金収入
長期借入金収入

② 貸付金償還収入
短期貸付金償還収入

財務活動収入計
2 財務活動支出

① 借入金返済支出
短期借入金返済支出
長期借入金返済支出

① 貸付金支出
短期貸付金支出

財務活動支出計
財務活動収支差額

Ⅳ 予備費支出
当期収支差額

前期繰越収支差額
次期繰越収支差額



都道府県国民健康保険団体連合会

イ　　借入金限度額

ロ　　債務負担額

都道府県国民健康保険団体連合会

１　資金の範囲

資金の範囲には、現金預金、未収金、未払金、・・・・・及び・・・・・を含めている。
なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである。

２　次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

前期末残高 当期末残高

XXX XXX

XXX XXX

XXX XXX

XXX XXX
XXX XXX
XXX XXX
XXX XXX
XXX XXX

未　　払　　金

　平成ＸＸ年度　収支予算書に対する注記

　平成ＸＸ年度　収支計算書に対する注記

-------
合　　計

次期繰越収支差額

科　　　目

現　金　預　金

未　　収　　金

--------

合　　計
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当年度 前年度 増　減
Ⅰ 一般正味財産増減の部

1 経常増減の部
(1) 経常収益

① 基本財産運用益
基本財産受取利息

② 特定資産運用益
特定資産受取利息

③ 受取会費
国保連合会負担金収入

④ 事業収益
○○手数料収益
○○事務費収益

⑤ 受取診療報酬等
受取診療報酬等

⑥ 受取補助金等
受取○○（国庫）補助金
受取県補助金
受取補助金等振替額

⑦ 受取負担金
受取負担金
受取負担金振替額

⑧ 受取寄付金
受取寄付金

⑨ 雑収益
受取賃借料
受取利息
雑収益

⑩ 他会計からの繰入金
他会計からの繰入金
他勘定からの繰入金

経常収益計
(2) 経常費用

① 事業費
報酬
給料手当
臨時雇賃金
退職給付費用
福利厚生費
会議・研修費
旅費交通費
通信運搬費
減価償却費
消耗什器備品費
消耗品費
修繕費
印刷製本費
光熱水料費
新聞図書費
広告宣伝費
賃借料
保険料
諸謝金
租税公課
支払負担金
委託費
支払手数料
有価証券運用損
雑費

② 管理費
報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
会議・研修費
旅費交通費
通信運搬費
減価償却費
消耗什器備品費
消耗品費

科　　　　　　目　　　　　　（例）

平成ＸＸ年度　正味財産増減計算書　（総合計・○○会計）
（平成××年4月1日から平成××年3月31日まで）

（単位：円　）

【別紙第１０】



修繕費
印刷製本費
光熱水料費
新聞図書費
広告宣伝費
賃借料
保険料
諸謝金
委託費
租税公課
支払負担金
支払手数料
支払利息
雑費

③ 支払診療報酬等
支払診療報酬等

④ 他会計への操出金
他会計への操出金
他勘定への操出金

経常費用計

基本財産評価損益等
特定資産評価損益等

投資有価証券評価損益等
評価損益等計

当期経常増減額
2 経常外増減の部

(1) 経常外収益
① 固定資産売却益

建物売却益
車両運搬具売却益
什器備品売却益
土地売却益

② 固定資産受贈益
土地受贈益
投資有価証券受贈益

経常外収益計
(2) 経常外費用

① 固定資産売却損
建物売却損
車両運搬具売却損
什器備品売却損
土地売却損

② 固定資産減損損失
土地減損損失
投資有価証券減損損失

③ 災害損失
災害損失
過年度損益修正損

経常外費用計
当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

Ⅱ 指定正味財産増減の部
① 受取補助金等

受取国庫補助金
受取県補助金

② 固定資産受贈益
土地受贈益
投資有価証券受贈益

③ 一般正味財産への振替額
一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

Ⅲ 正味財産期末残高

評価損益等調整前当期経常増減額
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当年度 前年度 増減
Ⅰ 資産の部

1 流動資産
現金預金 
未収金
未収診療報酬等
有価証券
貯蔵品
短期貸付金

流動資産合計
2 固定資産

（１） 基本財産 

基本財産合計
（２） 特定資産 

退職給付引当資産
財政調整基金積立資産
減価償却引当資産
○○積立資産
○○基金積立資産
リース資産

特定資産合計
（３） その他固定資産

建物
建物附属設備
構築物
車両運搬具
什器備品
土地
建設仮勘定
リース資産
敷金
商標権
投資有価証券
ソフトウェア
長期貸付金

その他固定資産合計
固定資産合計

資産合計
Ⅱ 負債の部

1 流動負債
未払金
未払診療報酬等
前受金
預り金
リース債務
短期借入金
１年内返済予定長期借入金
賞与引当金

流動負債合計
2 固定負債

長期借入金
退職給付引当金 
長期リース債務

固定負債合計
負債合計

Ⅲ 正味財産の部
1 指定正味財産 

国庫補助金
指定正味財産合計

（うち基本財産への充当額） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）
（うち特定資産への充当額） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

2 一般正味財産
一般正味財産
（うち基本財産への充当額） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）
（うち特定資産への充当額） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

正味財産合計
負債及び正味財産合計

科　　　　　　目　　　　　　（例）　

平成ＸＸ年度　貸借対照表　（総合計・○○会計）
（平成××年3月31日現在）

（単位：　円）

【別紙第１１】
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１. 継続事業の前提に関する注記
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

(3) 固定資産の減価償却の方法
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

(4) 引当金の計上基準
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

(5) 消費税等の会計処理
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

３．会計方針の変更
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

特定資産

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
（うち指定正
味財産から
の充当額）

（うち一般正
味財産から
の充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産
・・・・・・・・・・・・・・・・・・ （　　　　　　） （　　　　　　） ―

（　　　　　　） （　　　　　　） ―
特定資産

― ― （　　　　　　）
（　　　　　　） （　　　　　　） ―
（　　　　　　） （　　　　　　） ―
（　　　　　　） （　　　　　　） ―
（　　　　　　） （　　　　　　） ―
（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

６．担保に供している資産
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

○○基金積立資産

減価償却引当資産

合                    計

財政調整基金積立資産

小　　            　　計

　平成ＸＸ年度　財務諸表に対する注記

退職給付引当資産
財政調整基金積立資産

小　　            　　計

科　　　　　目　　　　　（例）

○○積立資産
減価償却引当資産

小　　            　　計
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

○○積立資産

小　　            　　計

○○基金積立資産
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

合                    計

科　　　　　目　　　　　（例）

退職給付引当資産

【別紙第１２】



固定資産の所得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

取得価額 当期末残高

建物
建物附属設備
構築物
什器備品
商標権
ソフトウェア

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

債権金額
債権の

当期末残高
未収金

・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

９．保証債務等の偶発債務
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

帳簿価額 評価損益

・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 （単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表

上の
記載区分

１２．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

１３．関連当事者との取引の内容
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１４．重要な後発事象
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１５．その他の資産、負債及び純財産の状態並びに純財産増減の状況を明らかにするために必要な事項
・・・・・・・・・・・・・・・・・・

科　　　　　目　　　　　（例） 時価

合                    計

減価償却累計額科　　　　　目　　　　　（例）

・・・・・・・・・・・・・・・・

交付者補助金等の名称

合                    計

科　　　　　目　　　　　（例）

合　　　　計
・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・

貸倒引当金の当期末残高

合                    計

合                    計

金額内                   容
・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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１．基本財産及び特定資産の明細
（単位：円）

期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

特定資産計

２．引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他
期末残高

特定資産

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　

科目 資産の種類（例）

平成ＸＸ年度　附属明細書

当期増加額

基本財産

○○積立資産

基本財産計

退職給付引当資産

財政調整基金積立資産

減価償却引当資産

当期減少額
科目 期首残高

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

【別紙第１３】
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（単位：円）

金額

（流動資産）

現金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

預金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

流動資産合計

（固定資産）

基本財産 土地 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

建物 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

投資有価証券 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

特定資産 ○○積立資産 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

建物 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

その他固定資産 ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

固定資産合計

資産合計

（流動負債）

未払金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

短期借入金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

流動負債合計

（固定負債）

退職給付引当金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

○○銀行○○支店 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ×××

流動負債合計 ×××

負債合計 ×××

正味財産 ×××

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

平成ＸＸ年度　財産目録

貸借対照表表科目（例） 場所・物量等 使用目的等

（平成××年3月31日現在）
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